
厚木市職員自主研究グループ助成交付金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、職員の自己啓発意欲を喚起し、自主的かつ自発的な能力開発

を助長することによって職員の資質の向上を図り、もって効果的かつ効率的な行

政運営に資することを目的に、自主的に結成したグループにより研究を実施した

グループ（以下｢研究グループ｣という。）に対し、予算の範囲内で自主研究グルー

プ助成交付金（以下｢交付金｣という。）を交付することについて必要な事項を定め

るものとする。 

（対象） 

第２条 交付金の交付の対象は、次に掲げる事項について研修し、又は研究するた

めの研究グループとする。 

(1) 市の行政運営の効率化に関する事項 

(2) 事務事業に関する専門的事項 

(3) その他市行政の推進に資する事項 

（研究グループの構成） 

第３条 研究グループは、市職員３人以上で構成するものとする。 

（交付金の額等） 

第４条 交付金の額及び使途の範囲は、研修又は研究活動に必要な次に掲げる経費

とし、１研究グループ当たりの交付金は、年額50,000円以内とする。 

(1) 図書、資料等（備品を除く。）の購入費 

(2) 交通費（公共交通機関の費用に限る。） 

(3) 宿泊料（１人当たり年額3,000円以内とする。） 

(4) 会場借上料 

(5) 指導助言者（市職員を除く。）に対する謝礼 

ア 国又は地方公共団体の職員 7,000 円／時間 

イ 大学又は短大の教授、助教授又は講師 10,000 円／時間 

ウ 民間会社又は各種団体の職員 10,000 円／時間 

(6) その他研修又は研究に必要な経費（資格取得等個人に属する経費を除く。） 
２ 前項第２号に掲げる交通費の算出方法は、公務で旅行する場合に準ずるものと

する。 
（申請） 

第５条 交付金の交付を受けようとする研究グループの代表者は、学習テーマ、活

動内容、研究グループの構成員の氏名等を記載した自主研究グループ助成交付金

交付申請書（第１号様式）を毎年度６月末までに、市長に提出しなければならな

い。 



（研究活動期間等） 

第６条 自主研究グループの研究活動期間は、原則として当該年度内とし、その活

動は勤務時間外に行うものとする。 

（報告書等の提出） 

第７条 交付金の交付を受けようとする研究グループの代表者は、研究活動終了後、

当該年度内に次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 自主研究グループ実績報告書（第２号様式） 

(2) 領収書等金額の確認ができるもの（視察については、交通費に関する領収書

等（発行がない場合は、その内容が確認できる資料）及び視察先の報告書） 

（交付の決定等） 

第８条 前条の報告があったときは、市長は、その内容を審査し、交付金の交付の

可否を決定した上、その結果を自主研究グループ助成交付金決定通知書（第３号

様式）により申請者に通知するものとする。 

（成果の活用） 

第９条 市長は、報告を受けた研究成果が市政に反映されるように努めるものとす

る。 

（交付金の返還） 

第10条 交付金の交付を受けた研究グループが、提出書類に虚偽の記載をしたとき、

又は交付金の申請に関し不正な行為があったときは、市長は、既に交付した交付

金の全部又は一部を返還させるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成２年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

 


